
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果
（見直す場合はその内容）

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（公共工事）

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式７－１



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（公共工事）

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式７－２



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

試験研究委託
ＲＥＤＤプラスに
係る海外森林
技術研修プログ
ラム開発事業

森林総合研究所
理事長 鈴木和夫
茨城県つくば市松
の里1

平成26年8月1日

公益財団法人
国際緑化推進
センター
東京都文京区
後楽1-7-12林
友ビル3F

一般競争入札
（総合評価方式）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される恐
れがあるため非
公表とする。

11,880,000 － 公財 国所管 1

総合評価落札方
式による一般競争
入札を行った結
果、契約の相手方
が公益法人となっ
たものであるが、
入札に参加しな
かった業者からの
聴き取り調査を踏
まえ、実施時期又
は、入札公告時期
の変更等について
検討を行う。

無

試験研究委託
ＲＥＤＤプラスに
係る公開セミ
ナーの企画・運
営事業

森林総合研究所
理事長 鈴木和夫
茨城県つくば市松
の里1

平成26年9月30日

公益財団法人
国際緑化推進
センター
東京都文京区
後楽1-7-12林
友ビル3F

一般競争入札
（総合評価方式）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される恐
れがあるため非
公表とする。

14,500,080 － 公財 国所管 3

総合評価落札方
式による一般競争
入札を行った結
果、契約の相手方
が公益法人となっ
たものであるが、
引き続き、複数入
札となるよう努め
る。

無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式７－３



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式７－４



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

継続支出の
有無

該当なし

【記載要領】

（注１）「公益法人等」には、特例民法法人、公益社団・財団法人が含まれる。

（注２）「名目・趣旨等」には、その詳細を簡潔に記載すること。

（注３）「会費一口当たりの金額、もしくは最低限の金額」の欄は支出先法人が定める会費一口当たりの金額もしくは最低限の額を記載すること。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

独立行政法人から公益法人への契約以外の支出についての見直しの状況

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等
交付又は支出額

（単位：円）

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、も
しくは最低限の金額

（単位：円）

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

公益法人の場合
点検結果

（見直す場合はその内容）

様式８


